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２０２５年３月
国家安全保障戦略（NSS）研究会



説明項目

•国家安全保障戦略（NSS)研究会とは

•第一次提言書（2021.11）について

•第二次提言書（2023.2）について

•第三次提言書（2025.2予定）について

•概要

•主要な提言

•まとめ



国家安全保障戦略（NSS)研究会とは？
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第一次提言書について

•概要
•目的：NSS2013を見直し、新たな国家安全保障戦略に対する現

実的で実行可能な政策提言を行う

•取り組み：２０２１年２月検討開始、２０２１年11月発表

•提言：１１項目２８の提言

•研究会の基本スタンス
• 「タブー」なき議論

• 「実効性の向上」に主眼

•地に足の着いた「現実的」な提言



安保3文書の意義等

•戦後日本の防衛政策の大転換
• 中国は「最大の戦略的挑戦」

• 反撃能力の保有

• 防衛予算のGDP比2％への増額

• 継戦能力の確保（強靭性・持続性）

• 安全保障協力・防衛協力の手段としての防衛装備移転

• 防衛産業・技術基盤の強化

• 「基盤的防衛力構想」からの脱却（脅威対向型）

• 総合的抑止戦略の確立

• 戦略体系の確立（NSS/NDS/防衛力整備計画）



第二次提言書について
「戦略3文書に関する評価・課題と提言～決意と実行の時～」

•概要

•目的：NSS2022等の評価・課題を提示し、今後の着実な実行を後押しすること

•時期：2022年12月から検討開始、2023年2月発表

•提言：10項目27の提言

•全般

•安保3文書の策定は戦後最大の防衛政策の転換であり極めて高く評価

•多くの施策についての画期的な前進と残された課題が混在

•防衛生産・技術基盤、防衛装備移転、研究開発、人的施策についてより踏み
込んだ提言を実施



第三次提言書について
「2022年国家安全保障戦略等のレビューと今後の課題」

～混迷と分断を深める国際安全保障環境に立ち向かうために～

•概要
• 目的：進捗の遅れている課題の明確化と今後の課題の提示

• 時期：2023年2月～ヒアリング・検討を開始、2025年3月発表

• 提言：８項目４４の提言

•第三次提言のための活動と趣旨
• 有識者、政府関係者からのヒアリング、各研究委員による研究成果を通じて検討

• 視点
• 国家安全保障の強化、自衛隊の戦力化に直結しているか？

• 関係省庁、自治体、企業等と連携した総合的な国力発揮が進捗しているか？

• 自衛隊の行動のための、法制、制度、体制、枠組みの整備は進捗しているか？

• 計画された防衛予算で防衛力整備目標は確実に達成できるか？



安保関連3文書策定以降の情勢認識

• 国際社会の構造変化により不安定化を増す国際秩序

• 米国のリーダーシップの低下が招く国際秩序の不安定性

• 中国、ロシアなどの権威主義国家による国際秩序への挑戦

• 日米、日韓、日米間の関係深化

• ハブ・アンド・スポークから格子状の多国間協力関係の構築

• グローバルサウス諸国の影響力の拡大

• サイバー・宇宙空間、先端科学技術が安全保障に及ぼす影響

• 気候変動問題の深刻化

極めて緊張感のある大変動の時代

安保関連3文書の見直しは不要⇔より一層の取り組み・実行の努力が必要



取り組み状況のレビューと今後の課題・提言

• 全体評価：高く評価
• 立法化措置、制度・組織面の見直しの着実な実行

• スピード感をもった政府としての取り組み

• 立法措置：
• 財源確保法、防衛生産基盤強化法、重要経済安保情報保護活用法（セキュリティ・クリアランス
法）の３件の立法措置、防衛省設置法や地方自治法の改正等

• 防衛力の強化
• 日本独自の努力、日米同盟の強化（運用面＋後方支援面）及び同志国との連携

• 総合的な国力の発揮
• 公共インフラの整備、研究開発、サイバー安全保障、OSAの連携など政府一体となった取り組み

が進捗

• 防衛予算関連の措置：財源の確保、60%以上の進捗率（3年目/5年）



主要提言項目（第三次提言書）

①核に係る戦略的な取り組み

②サイバー対処能力の向上

③武力攻撃事態への対処のための法制

④統合作戦能力の強化

⑤日米同盟の更なる強化

⑥人的基盤の強化

⑦防衛装備移転・防衛装備協力

⑧自衛隊の体制の抜本的見直し



日経 令和7年４月17日



ウクライナ戦争で明らかになった核抑止の課題
①核使用の閾値の低下、②核の恫喝が行われた現実、
③国連を始めとする国際機関の機能不全

北朝鮮の弾道ミサイル射程核弾頭の保有数等



① 核に係る戦略的取り組み

•提言
•米国の拡大抑止の実効性を担保する取り組みと軍備管理・軍縮・不拡散
の取り組みを両輪とする戦略指針を策定すること

•軍備管理・軍縮・不拡散の取り組みに関しては、短期的には意図せざる
核戦争のリスク回避の共通認識の拡散、中長期的にはこれまでの取り組

みをより主体的・能動的に実施

•拡大抑止の実効性向上の取り組みとしては、ガイドラインに基づき様々な
シミュレーションや協議を重ね、通常戦力から核戦力に至るエスカレー

ションコントロールを視野に入れた日米共同作戦計画の策定を目指すこと

•核に関する国民のリテラシー向上のためのに不断の努力を行うこと





アクセス・無害化措置のイメージ 新たな司令塔組織のイメージ



② サイバー対処能力の向上

•提言
•速やかに関連法案を成立させ能動的サイバー防御体制を強化すること

•警察と自衛隊の双方に十分な能力と権限の付与、システムの共通化、
協働できる体制を構築すること

•平時から有事まで、警察及び自衛隊、通信事業者、重要インフラの技術
者が連携できるようにすること

•サイバー領域における攻撃能力の保有により、サイバー攻撃を抑止す
ることについて検討すること





③ 武力攻撃事態への対処のための法制

•提言
•内閣官房を中心とした全省庁、地方自治体、公共機関、民間
企業も参加した机上訓練により実証的な検証を行うこと（グ

レーゾーン事態下での対応、Mx/ドローンへの対応、武器使用

権限、国民保護等）

•事態に応じた政府としての意思決定要領を演練するため、総
理、閣僚などの政治指導者の参加をえて机上訓練を行うこと





④ 統合作戦能力の強化

•提言
•統合幕僚長と統合作戦司令官の任務・役割分担を明確
にすること

•サイバー・宇宙領域以外の新領域の作戦実施部隊を創
設すること

•統合作戦司令部の代替機能を検討すること



⑤ 日米同盟の更なる強化

•提言
• JJOCの設置と在日米軍司令部の作戦機能強化を踏まえ、夫々の主

権を尊重した上でより一体化した指揮・統制関係を構築すること

•日米拡大抑止協議を同盟調整メカニズムに位置づけ、共同による抑
止活動を行うと共に反撃能力の使用を含めた共同作戦計画を策定

すること

•同盟国・同志国等との連携を強化するため、JJOCに同志国等協力セ

ンター（仮称）の設置を検討すること

•同盟を絶えず現代化するため、日米防衛協力の指針の改定を検討
すること





⑥ 人的基盤の強化

•提言
•国防という公への奉仕が国民から承認・称揚されるよう政府一体と
なった取り組みを行っていくこと

•公務員としての処遇改善から脱却し、国防を担う自衛官の地位、名
誉、処遇を検討すべき

•国防組織を憲法に位置づけ、教育に反映することを含めて、国防に
対する国民の理解、意識の向上を図ること

•定員増を排除せず、必要な質と量の人材を確保する人的施策を追
求すること



• 戦略的な防衛装備・技術移転に対する取り組み

• 運用方針の5類型の撤廃と戦略的・政策的視点からの取り組み

• 運用指針の包括的・原則的なものへの転換



⑦ 防衛装備移転・防衛装備協力

•提言
•国際共同開発・生産を積極的に進め、戦略的視点から完成品の幅広
い移転に取り組むこと

•運用方針に示される「5類型」を撤廃し、戦略的・政策的視点で取り組
むこと

•包括的・原則的なものとなるよう運用指針の見直し

•防衛装備移転戦略や政策推進機構などの基盤整備を推進すること



• 防衛計画の大綱別表に示される定員や
主要部隊数等

「基盤的防衛力構想」に基づく必要最小

限度の防衛力（上限？）

→1976年から大枠の変更無し

⇔冷戦終結後の「平和の配当」議論時の

下限として機能

新NSS/NDSの下での適切な戦力設計、戦

力組成、主要部隊・装備品の数は？



⑧ 自衛隊の体制の抜本的見直し

•提言
•陸上自衛隊
• 戦略3正面に対して隙の無い体制を確立するための見直し、作戦基本部隊の

指揮通信機能、司令部の運用機能などを抜本的に見直し

•海上自衛隊
• 地方隊の位置づけの明確化、自衛艦隊と作戦情報団（仮称）の任務・役割の
明確化

•航空自衛隊
• 総隊と方面隊の任務・役割分担の見直し、方面隊の整理・統合、航空団の編
成の見直し



WITHOUT IMPLEMENTATION, PLAN IS A PIECE OF PAPER



まとめ

•自衛隊の人に係る問題、法制や抑止の課題の多くは、日本の国
家・社会における自衛隊の位置づけが未だ確立されていないこと

に起因

⇒自衛隊の存在と必要性を憲法上に位置づけることが不可欠

•国家安全保障会議の能動的な活用と国内外に向けた情報発信
が重要

•NSSにおける各種施策の実行状況の定期的、体系的な評価と実

効性向上に期待







Jan. 9, 2022, the Yomiuri 
Shimbun

Gen. Oriki’s Interview of the 
New Year

“China is a ‘Potential 
Threat’”

“Defense Industries 
shall be Incorporated in 
Economic Security”



Jan. 12, 2022, the Nikkei Shimbun 

Gen. Oriki’s Interview of the revision of NSS

“Possess Counter-Strike Capabilities”



主要な提言内容（第一次提言書）

• 国家安全保障戦略を最上位の戦略に位置づけ、政府一体となった実効性の追求

• 防衛に関する基本政策の見直し
• 専守防衛

• 抑止戦略の構築（総合的抑止概念の取り込み、拡大抑止議論の深化、非核三原則の見直し
議論推進）

• 防衛費のGDP比２％への増額

• 我が国の総合力の発揮
• 内閣官房の強化（司令塔機能（サイバー、戦略的コミュニケーション）の構築）
• 常設統合司令部の設置

• 日米同盟
• より主体的・能動的な役割を果たすべき
• 重層的な同盟調整機能の整備と協力分野・範囲の拡大

• 主要国との関係の再整理
• 中国：軍事的には「潜在的脅威」
• 同志国等との関係強化



主要な提言内容（第一次提言書）

• 新たな領域（宇宙・サイバー・電磁波）

• 海洋安全保障

• 情報

• 経済安全保障と防衛装備・技術・生産基盤
• 戦略的自立性と戦略的不可欠性の確保
• 防衛産業・技術基盤の維持・強化

• 気候変動

• 戦略体系の見直し
• NSSを最上位に国家防衛戦略、国家軍事戦略を策定（防衛計画大綱に替って）

• おわりに
• 「宿題」と言える課題への中長期的取り組みを担保
• 新たなNSS策定は急務



国家安全保障戦略 (2022)
安全保障環境の認識

パワーの重心がインド太平洋に移行→国際秩序に挑戦する動きの加速パワーバランス変化
力による現状変更の顕在化
経済安全保障
国際社会のガバナンス低下

他国の領域主権等への力による一方的な現状変更（ロシアのウクライナ侵攻）
他国に経済的な威圧を加える動き・サプライチェーンの脆弱性
共通の課題対応で国際社会が団結しづらい状況
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中国 （深刻な懸念事項・最大の戦略的挑戦） 軍事力増強、現状変更の試み強化、ロシアとの戦略的連携、不透明な開発金融・経済的威圧
北朝鮮（従前よりも一層差し迫った脅威） ミサイル関連技術及び運用能力の急速な進展、核戦力強化、拉致問題
ロシア（欧：最も重大かつ直接の脅威／ア：安全保障上の強い懸念）ウクライナ侵略、北方領土での軍備増強及び活動、中国との戦略的連携

日本の国益・基本原則・安全保障上の目標

日本の国益

1. 主権と独立の維持、領域保全／国民の安全確保
2. 経済成長を通じた繁栄／共存共栄できる国際環境
3. 普遍的価値や国際法に基づく国際秩序
インド太平洋地域で自由で開かれた国際秩序

日本の国家安全保障に関する基本的原則

1. 積極的平和主義／日本を守る第一義的責任
2. 普遍的価値を維持・擁護する安保政策
3. 専守防衛・非核三原則等の基本方針
4. 日米同盟は安全保障政策の基軸
5. 同志国との連携・多国間協力重視

日本の国家安全保障上の目標

1. 国内・外交政策の自主的決定を維持
有事発生を抑止・脅威の排除と被害最小化

2. 経済成長可能な国際環境を安保政策で確保
3. 国際関係における新たな均衡をイ太地域に実現
4. 国際社会が共存共栄できる環境を実現

日本が優先する戦略的アプローチ 総合的な国力（外交力、防衛力、経済力、技術力、情報力）の動員

① 日米同盟強化
② 自由で開かれた国際秩序の維持・発展
③ 周辺国との外交／領土問題等懸案解決
➃ 軍備管理・軍縮・不拡散
⑤ 国際テロ対策 ⑥気候変動対策
⑦ ODA等戦略的活用 Ⓑ人的交流促進

1. 外交（危機予防・平和創出・秩序強化）2. 日本の防衛体制強化
①防衛力の抜本的強化
領域横断作戦能力
スタンド・オフ作戦能力
反撃能力

② 総合的な防衛体制の強化
③ 防衛装備移転
➃ 防衛精算・技術基盤強化

3. 日米同盟
核を含む拡大抑止の提供
抑止力と対処力の強化

4. シームレスな取り組み
① サイバー安全保障 ②海洋安保・保安協力
③ 宇宙安全保障 ➃技術力 ⑤情報能力
⑥ 公共インフラ整備 ⑦国民保護体制
Ⓑ 邦人保護 ⑨ エネルギー安全保障

５. 経済安全保障政策
自律性・優位性・不可欠性確保
セキュリティ・クリアランス

6. 国際経済秩序の維持・強化
経済的威圧への対抗／CPTPP等

7. グローバルな取り組み
国際機関／感染症／人道支援／平和協力

相互依存のみで平和と発展保証されない
対立と協力の様相が複雑に絡み合う国際社会
日本は戦後最も厳しく複雑な安全保障環境

国際秩序は重大な挑戦に晒される

作成：神保謙APIプレジデント無断転載禁止



国家防衛戦略 (2022)
戦略環境の変化

日本防衛の基本方針

防衛目標を実現するためのアプローチ

戦略環境の外観

1. 普遍的価値共有しない国家の勢力拡大
2. ロシアのウクライナ侵略→新たな危機の時代へ
3. パワーバランス変化はイ・太地域において顕著
4. 米中の競争激化（今後10年が決定的）
5. 科学技術の進展→安全保障の在り方を根本変化
6. サイバー領域・情報戦・気候変動

中国 国防費拡大・能力強化・軍事活動活発化
深刻な懸念事項＋最大の戦略的な挑戦

北朝鮮 WMD・ミサイル増強の集中的な取り組み
従前よりも一層重大かつ差し迫った脅威

ロシア 北方領土周辺で軍事活動活発化・中露連携
防衛上の強い懸念

日本周辺の軍事動向 新しい戦い方の顕在化

・精密打撃能力による大規模なミサイル攻撃
・情報戦を含むハイブリッド戦
・宇宙・サイバー・電磁波領域や無人アセット等の非対称な攻撃
・核兵器による威嚇も生起

脅威（意思・能力）→意思を正確に把握することは困難
相手の能力に注目した防衛力を構築する必要

３つの防衛目標

1. 力による一方的な現状変更を許容しない安全保障環境を創出
2. 同盟国・同志国等と協力・連携して抑止・対処し、早期に事態を収集
3. 日本への侵攻が生起する場合、日本が主たる責任をもって対処し、同

盟国等の支援を受けつつ、これを阻止・排除

核兵器の脅威に対しては、核抑止力を中心とする米国の拡大抑止が不可欠

３つのアプローチ

1. 日本自身の防衛体制の強化
中核たる日本の防衛力を抜本的に強化
国全体の防衛体制の強化

2. 日米同盟の抑止力・対処力強化
3. 同志国等との連携の強化

今後の防衛力は、相手の能力と戦い方に注目して、
我が国を防衛する能力を抜本的に強化。
新たな戦い方への対応
一方的な現状変更を決して許さない意思の明確化

スタンド・オフ防衛能力 統合防空ミサイル防衛能力

基
本
的
考
え
方

新
し
い
戦
い
方

1. 日本自身の防衛体制の抜本的強化

• 日本への侵攻を日本が主たる責任をもって阻止・排除
• 相手に軍事的手段で侵攻によって生じるコストに見合わない
と認識させる能力（＝拒否的抑止力）

• インド太平洋における抑止力、力の変更を許容しない安全保
障環境を創出

日本への侵攻を抑止するために、遠距離から侵攻能力を阻止・排除

抑止が破られた場合、領域横断で優越を獲得し、非対称的な優勢を確保

無人アセット防衛能力 領域横断作戦能力 指揮統制・情報関連機能

迅速かつ粘り強く活動し続けて、相手の侵攻意図を断念させる

機動展開能力・国民保護 持続性・強靭性

2022

現有装備品の活用
可動率向上・燃料確保、防衛施設強靭化
将来の中核分野の抜本的強化
スタンド・オフ防衛・無人アセット防衛
極超音速兵器対処・UAV活用/対処
宇宙領域把握・サイバーセキュリティ・電磁波等

日本侵攻の際に日本が主たる責任をもって対処

2027 同盟国等の支援でこれを阻止・排除し得る防衛力

より先進的なスタンド・オフ・ミサイル

広域防空能力・無人アセットの複数同時制御

宇宙作戦能力・無人機と連携する陸海空能力

AI活用による情報収集・分析能力強化

革新的な装備品を実現しうる強力な防衛生産基盤

2032 早期・遠方で侵攻を阻止・排除し得る防衛力

今後5年間の最優先課題 2. 日米同盟による共同抑止・対処

・米国との同盟関係は日本の安全保障の基軸
・日米共同の意思と能力を顕示し、力による一方的な現状変更を阻止
・日本への侵攻が生起した場合には、日米共同対処により侵攻阻止

役割・任務・能力の議論を深め抑止力を一層強化
同盟調整機能（ACM等）の強化
共同対処基盤（情報基盤、サイバー、装備・技術協力）の強化
在日米軍再編等

3. 同志国等との連携
・豪州：「特別な戦略パートナー」米国に次ぐ緊密な防衛協力関係
・印 ：海洋安全保障等幅広い分野で軍種間交流を深化
・英・仏・独・伊等：グローバルな課題、インド太平洋での協力
・NATO・EU :国際的なルール形成やインド太平洋での協力
・韓国：北朝鮮を念頭に日米韓の連携を強化
・ASEAN：各国の状況に合わせた協力、共同訓練、装備移転

反撃能力の導入

無断転載禁止 作成：神保謙APIプレジデント



• 中国外務省 汪文斌報道官記者会見(2022.12.16)

• 「中国への中傷に断固として反対する」

• 「日本側は事実を顧みていない」と批判。「中国は一貫してアジア太平洋と世界の平和と安定の

維持に尽力している」と主張

• 「中国の脅威を誇張することで、自らの軍事力強化と武力拡張の口実を作る企てが目的を達する

ことはない」

• 中国国防省 譚克非報道官記者会見（2022.12.29)

• 「事実をねじ曲げ、偏見にあふれ、中国の脅威を意図的に喧伝（けんでん）するものだ。中国の

内政に干渉し、地域の緊張を作り出している」とし、断固たる反対を表明

• 「中国軍は誰にも挑戦したことはない」と反論。「むしろ日本が平和憲法に反して防衛支出を増

やし、反撃能力の発展を図るなど、地域の平和や安定に対する現実的な挑戦になっている」

• ロシア外務省のザハロワ情報局長発表コメント(2022.12.22)

• 「岸田政権は国の平和的発展を公然と拒否し、際限のない軍事化の道に立ち戻った」と批判

• 「岸田政権は自らの軍事的野心実現のため、現段階で表明されている範囲を超えて米国の地政学

的ゲームに組み込まれていく可能性がある」と懸念



安保3文書に対する批判等

• 「反撃能力」の保有は専守防衛に反する、憲
法違反である、先制攻撃と見なされる

• 日米の盾と矛の関係の見直し（米国の戦争に
巻き込まれる可能性↑）

• 安保3文書を閣議決定することは民主主義的

手続きに反する（民主主義の崩壊）

• 防衛費の増額（GDP比2％）は域内の軍拡競

争を煽る、日本が地域を不安定化させる

• 防衛費は何故GDP2％必要か？少子化対策、

子育て支援、教育の無償化等に税金を充てる

べき。防衛増税には絶対反対



主要な提言項目（第二次提言書）

• 基本政策

• 統合防衛戦略の策定

• 現実的な防衛のあり方を追求する中で「専守防衛」の見直し議論を継続

• 米国の拡大抑止に主体的に関与する意思を内外に示すため非核三原則（第三原則）の見直し、広く国民の理解を
得るための努力

• 国家の総合力の発揮

• 常設統合司令部の具体的整備に速やかに着手

• 反撃能力の保有

• 情報取集能力を含め実効的な反撃能力の整備と日米間の役割分担に係る協議を推進

• 日米同盟

• 日米防衛協力の指針（G.L）の改定と努力目標の明示

• 防衛力整備

• 現有防衛力の足らざるところを優先した体制整備を実施

• プロジェクトの総合的総括制度の構築、プログラムの進捗を継続的に評価・確認



主要な提言項目（第二次提言書）

• 防衛生産・技術基盤

• 中・長期構想の開示による企業の予見可能性の向上

• 各種リスクの政府による管理

• 防衛装備移転

• 「防衛装備移転戦略」の策定

• 速やかな運用指針の改定と推進できる態勢の整備

• 研究開発

• セキュリティ・クリアランス制度の整備

• 統合装備体系の確立

• 人的施策

• 自衛隊員の名誉と誇りの向上と諸外国軍人と同等以上の処遇の確保

• 退職自衛官等の活用

• 継続的な検証

• 法定上の諮問委員会による実施状況等の継続的評価・見直し

• 調達・執行時のコンプライアンスの充実
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